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１ 救急業務におけるMC体制のあり方

（１）現状・背景
（２）令和３年度の検討事項

① 救急救命士等の教育について
② MC体制のPDCAの取組について



MC体制-第１ステージ

口頭指導(通信指令員)

救急隊の処置
・救急救命処置(救急救命士)
・応急処置(救急隊員)

MC体制-第２ステージ

搬送先選定
救急搬送

指示、指導・助言

教育 事後検証

プロトコル策定

MC体制-第３ステージ(?)

地域包括ケアとの関わり等

第１ステージ＝救急救命士等の観察・処置を医学的観点から保障する体制
第２ステージ＝傷病者の搬送及び受入れの実施基準の策定を通じて、地域の救急搬送・救急医療リソースの適切な運用を図る体制
(第３ステージ＝地域包括ケアにおける医療・介護の連携において、消防救急・救急医療で協働する体制？)

＜各地域のMC体制＞（令和３年３月現在）

 MC協議会数
地域MC協議会＝251 都道府県MC協議会＝47

 地域MC協議会の規模

①都道府県規模（＝1県1MC） ８

②二次・三次医療圏規模 16

③（①②を除き）各地域MCの圏域に
救命救急センターが１箇所以上

14

④（①②③を除き）各地域MCが
２箇所以下の消防本部を中心として構成

４

⑤上記以外 ５

都道府県数

＜救急救命処置範囲拡大＞
■平成16年～

・気管内チューブによる気道確保(H16)
・心停止傷病者へのエピネフリン投与(H18)
・心停止前傷病者への輸液、血糖測定、

ブドウ糖溶液投与(H26)＜MC体制の構築、充実強化＞
■平成13年

・救急業務高度化推進委員会報告書
・「救急業務の高度化の推進について」
（平成13年７月４日付け消防救第204号

消防庁救急救助課長通知）

＜傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準＞
■平成21年

・消防法の一部を改正する法律（平成21年法律第34号）施行

・「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準の策定について」
（平成21年10月27日付け消防救第248号消防庁次長・医政発第1027第３号厚生労働省医政局長通知）

＜指導救命士制度＞
■平成26年

「救急業務に携わる職員の生涯教育のあり方について」
（平成26年５月23日付け消防救第103号消防庁救急企画室長通知）

＜救急救命士制度＞
■平成３年

救急救命士法
（平成３年法律第36号）施行

■平成15年
「メディカルコントロール体制の充実強化について」
（平成15年３月26日付け消防救第73号

医政指発第0326002号消防庁救急救助課長・
厚生労働省医政局指導課長通知）

■令和３年
「救急業務におけるメディカルコントロール

体制の更なる充実強化について」
（令和３年３月26日付け消防救第97号

消防庁救急企画室長通知）

〈
救
急
業
務
の
法
制
化
〉

■

昭
和

38
年

消
防
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（昭
和
38
年
法
律
第
88
号
）施
行
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(１) 現状・背景

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

MC体制の構築の歴史と現状

現状のMC体制の全体像



(１) 現状・背景
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救急隊数と救急救命士数の変遷

【令和２年版 救急・救助の現況】

H４ H７ H10 H13 H16 H19 H22 H25 H28 H30 H31 R2

救急救命士
同乗割合

4.0％ 16.6％ 37.2％ 56.8％ 73.0％ 86.3％ 93.1％ 96.8％ 98.4％ 99.1％ 99.3％ 99.4%

救急隊数
（救急救命士
運用隊数）

4,237
（168）

4,387
（730）

4,515
（1,678）

4,563
（2,592）

4,711
（3,439）

4,846
（4,181）

4,910
（4,573）

5,004
（4,842）

5,090
（5,008）

5,179
（5,132）

5,215
（5,178）

5270
（5,241）

【平成４年～令和２年 救急・救助の現況より抜粋】

483 541 1,369 2,232 3,338 4,556 5,846 
6,757 8,016 

9,461 
10,823 

12,152 
13,505 

15,317 16,468 17,218 18,336 19,368 
20,383 21,268 22,118 22,870 23,560 24,223 

24,973 
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28,115 

168 221 
499 
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1,057 
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○ 救急救命士制度開始以来、運用救急救命士数・救急救命士運用隊数は年々増加しており、救急救命士
が同乗している隊の割合は、平成13年時点の56.8％から、令和２年時点で99.4％まで増加した。
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医師の包括的な指示（救急救命士のみに該当する）

医師の具体的指示

（特定行為）

省令で定める救急救命処置

・
血
圧
計
の
使
用
に
よ
る
血
圧
の
測
定

・
口
腔
内
の
吸
引

・
酸
素
吸
入
器
に
よ
る
酸
素
投
与

・
パ
ル
ス
オ
キ
シ
メ
ー
タ
ー
に
よ
る
血
中
酸
素
飽
和

度
の
測
定

・
バ
ッ
グ
マ
ス
ク
に
よ
る
人
工
呼
吸

・
聴
診
器
の
使
用
に
よ
る
心
音
・呼
吸
音
の
聴
取

・
心
電
計
の
使
用
に
よ
る
心
拍
動
の
観
察
及
び
心

電
図
伝
送

・
鉗
子
・吸
引
器
に
よ
る
咽
頭
・声
門
上
部
の
異
物

の
除
去

・
経
鼻
エ
ア
ウ
ェ
イ
に
よ
る
気
道
確
保

・
シ
ョ
ッ
ク
パ
ン
ツ
の
使
用
に
よ
る
血
圧
の
保
持
及

び
下
肢
の
固
定

・
自
動
式
心
マ
ッ
サ
ー
ジ
器
の
使
用
に
よ
る
体
外

式
胸
骨
圧
迫
心
マ
ッ
サ
ー
ジ

・
特
定
在
宅
療
法
継
続
中
の
傷
病
者
の
処
置
の
維

持・
経
口
エ
ア
ウ
ェ
イ
に
よ
る
気
道
確
保

・
精
神
科
領
域
の
処
置

・
小
児
科
領
域
の
処
置

・
産
婦
人
科
領
域
の
処
置

・
乳
酸
リ
ン
ゲ
ル
液
を
用
い
た
静
脈
路
確
保
の
た

め
の
輸
液

（※

１
・２
）

・
食
道
閉
鎖
式
エ
ア
ウ
ェ
イ
、
ラ
リ
ン
ゲ
ア
ル
マ
ス
ク

（※

１
・２
）

・
半
自
動
式
除
細
動
器
に
よ
る
除
細
動

・赤字、青字は救急救命法施行以降に救急救命士の処置範囲拡大に伴い変更や追加された処置（括弧内は変更や追加された時期） 緑字は平成26年に整理された処置

※１ 心臓機能停止及び呼吸機能停止の状態に対して行うことができる処置 ※２ 心臓機能停止又は呼吸機能停止の状態に対して行うことができる処置
※３ 心臓機能停止の状態に対して行うことができる処置 ※４ 心肺機能停止前の状態に対して行うことができる処置

医師の包括的な指示（救急救命士のみに該当する）

医師の具体的指示

（特定行為）

省令で定める救急救命処置

・
自
動
体
外
式
除
細
動
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Ｅ
Ｄ
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よ
る
除
細
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（
Ｈ
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年
）

・
用
手
法
に
よ
る
気
道
確
保

・
胸
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呼
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込
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吸
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圧
迫
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固
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ハ
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リ
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背
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叩
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よ
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ツ
の
使
用
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圧
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肢
の
固
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・
自
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心
マ
ッ
サ
ー
ジ
器
の
使
用
に
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る
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外
式

胸
骨
圧
迫
心
マ
ッ
サ
ー
ジ

・
特
定
在
宅
療
法
継
続
中
の
傷
病
者
の
処
置
の
維

持・
経
口
エ
ア
ウ
ェ
イ
に
よ
る
気
道
確
保

・
精
神
科
領
域
の
処
置

・
小
児
科
領
域
の
処
置

・
産
婦
人
科
領
域
の
処
置

・
自
己
注
射
が
可
能
な
エ
ピ
ネ
フ
リ
ン
製
剤
に
よ
る

エ
ピ
ネ
フ
リ
ン
の
投
与
（Ｈ
21
年
）

・
血
糖
測
定
器
（自
己
検
査
用
グ
ル
コ
ー
ス
測
定
器
）

を
用
い
た
血
糖
測
定
（
Ｈ
26
年
）

・
気
管
内
チ
ュ
ー
ブ
を
通
じ
た
気
管
吸
引
（
16
年
）

・
乳
酸
リ
ン
ゲ
ル
液
を
用
い
た
静
脈
路
確
保
の
た
め

の
輸
液
（※

１
・２
）

・
食
道
閉
鎖
式
エ
ア
ウ
ェ
イ
、
ラ
リ
ン
ゲ
ア
ル
マ
ス
ク

（※

１
・２
）

又
は
気
管
内
チ
ュ
ー
ブ
に
よ
る
気
道
確
保
（Ｈ
16

年
）
（※

１
）

（
ビ
デ
オ
硬
性
挿
管
用
喉
頭
鏡
を
用
い
た
気
管
挿

管
を
Ｈ
23
年
追
加
）

・
薬
剤
（エ
ピ
ネ
フ
リ
ン
）の
投
与
（Ｈ
18
年
）
（※

１
・

３
）

・
乳
酸
リ
ン
ゲ
ル
液
を
用
い
た
静
脈
路
確
保
及
び
輸

液
（※

４
）

・
低
血
糖
発
作
症
例
へ
の
ブ
ド
ウ
糖
溶
液
の
投
与

（※

４
）

(１) 現状・背景
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救急救命処置の変遷



54,383 
67,129 

78,490 84,316 92,777 97,164 106,140 114,860 122,054 
134,717 135,668 

161,381 

188,533 

215,821 
235,749 241,675 

518 2,572 6,881 11,424 14,808 17,979 21,188 23,791 26,707 29,775 40,907 
66,039 

93,064 
115,531 

132,889 140,055 

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000
220,000
240,000
260,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

特定行為等の実施状況の推移

○ 救急救命士の特定行為等の実施件数は年々増加しており、令和元年は24万1,675件であった。

○ また、そのうち、平成16年から処置範囲が拡大されてきた行為の実施件数も年々増加しており、令和
元年は14万55件であった。

5

（件）

特定行為等（特定行為＝②～④、⑥） （うち）処置範囲拡大された行為

①自動体外式除細動器（AED）による除細動

②器具を用いた気道確保 ○（H16に追加）

③薬剤（エピネフリン）の投与 ○（H18に追加）

④静脈路確保及び輸液 ○（心肺機能停止前に行うものはH26に追加）

⑤血糖測定器を用いた血糖測定 ○（H26に追加）

⑥低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与 ○（H26に追加）

⑦自己注射が可能なエピネフリン製剤によるエピネフリン投与

救急救命士の特定行為等の実施状況

(１) 現状・背景

１ 救急業務におけるMC体制のあり方



オンラインMC 再教育 事後検証

○ 令和元年度の検討において、全国の地域MC協議会、
都道府県MC協議会、消防本部に対して調査を実施し、
課題を抽出・整理した。

○ 令和２年度の検討において、抽出されたコア業務の課
題の解決策の検討を中心とし、さらに、これらの課題の
背景にあるMC体制についても検討した。

【MC体制の課題の抽出・検討】（R1～R２年度）

連携して
常時対応可

常時対応可

指示医師に
法令等の

理解不足あり

 常時指示体制は全ての地域で構築されている。
 他方、約半数の本部が指示医師にプロトコルや

関係法令等の理解不足があると回答。

病院実習の
体制不十分

病院実習の
体制十分

日常的な教育
体制不十分

 病院実習(2年間48時間以上)は約９割で十分実施。
 日常的な教育(2年間80時間相当)は約４分の１で

十分実施できていない。

検証結果の
活用不十分

 消防・医師による事後検証は概ね全ての地域で実施。

 他方、検証結果をプロトコル改正や実施基準改正に
活用している本部は約１～３割に留まる。

救急業務におけるメディカルコントロール体制のあり方の検討

(１) 現状・背景
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１ 救急業務におけるMC体制のあり方

＜MC体制のコア業務（オンラインMC・再教育・事後検証）の課題＞



「救急業務におけるメディカルコントロール体制の更なる充実強化について」 (令和３年３月26日付け消防救第97号消防庁救急企画室長通知)

MC体制の充実に向けて地域・都道府県MC協議会が具体的に取り組むべきことを示す（オンラインMC・事後検証）

地域MC協議会 都道府県MC協議会

 複数の指示要請先の確保、優先順位
の明確化、指示医師に速やかにつな
がる体制の確保

 地域の状況に合わせたプロトコル調
整、関係者への教育機会の設定

 特に規模が小さく役割を担うことが難
しい地域MC協議会においては、連携
してより広域的な体制の構築を志向

 地域MC協議会の取組を確認し、
活動の質を高められるよう積極的
に支援

 都道府県単位のプロトコル統一や
地域MC協議会どうしの連携によ
る広域的な体制の構築等、複数
の地域にまたがる調整において
中心的役割を果たす

 個々の事例の事後検証をプロトコル
等の見直しに活用

 消防・医療の情報を総合して搬送及び
受入れの実施状況を検証し、実施基
準の課題を都道府県MCに報告

 地域MCから報告を受けた課題を
検討し、消防法第35条の８の協議
会と一体となって、実施基準の見
直し・運用改善を検討

オンラインMC

事後検証

一定の方向性を示しつつ、今後の取組について引き続き検討（教育・MC体制のPDCA）

第２ステージの事後検証に係る各協議会の連携（イメージ）

教育 PDCA
○ 日常的な教育体制として「実践経

験を通じた教育方法」を検討
○ 引き続き検討を深めつつ、併せて、

指導救命士の役割や病院実習につ
いても整理

○ MC体制のPDCAの取組を
行うよう、体制の評価指標を
例示

○ 引き続き、指標のあり方や、
取組の推進方法を検討

【評価指標の例】
■第１ステージの指標

オンライン指示要請において１回目の連絡が
不通であった件数・割合等

■第２ステージの指標
重症以上の傷病者の受入れ照会回数ごとの
件数等

■アウトカム指標
心肺停止傷病者の１か月生存数・生存率等
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１ 救急業務におけるMC体制のあり方

（１）現状・背景
（２）令和３年度の検討事項

① 救急救命士等の教育について
② MC体制のPDCAの取組について



＜教育計画・管理体制の検討＞

個人の活動実績に応じて必要な教育が実施されるよう、消防
機関における教育計画・管理の状況や指導救命士の関わりを
精査し、PDCAを通じた教育計画・管理体制のあり方について検
討。

また、地域における病院前救護の質を保障するため、地域の
MC体制のもとで、病院実習を含めた必要な教育が行われるよ
う、MC体制におけるPDCAのあり方について検討。

＜教育項目の検討＞
救急救命士の再教育（２年間128時間以上）について、救急隊

員の生涯教育（年間80単位）における教育項目との関係性や、
単位・時間の考え方を含めて整理し、救急救命士に必要な教育
内容を検討。

＜教育方法の検討＞

令和２年度の検討を踏まえ、「実践経験を通じた教育」の試行
的実施・検証を行い、当該教育の実施手法、当該教育を含む
「日常的な教育」と「病院実習」の教育範囲の整理、指導救命士
の役割等について検討。

【令和２年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書（抜粋）】

再教育という言葉については、救急救命士の技能維持としての教育を内包した上で、今後は生涯教育という言葉に置き換えていく方向で整理すべ
きである。こうした言葉の概念を整理しつつ、救急救命士の生涯教育としての教育内容や教育サイクルについても改めて検討し、再教育に係る通知
や生涯教育の指針の見直しを行っていく必要がある。

出典：救急業務に携わる職員の生涯教育の指針Ver.1

（参考）「救急隊員生涯教育」一連の流れ

１. 教育内容 （令和３年度中に検討）

救急救命士特有の教育項目

救急隊員・救急救命士に
共通する教育項目

【再教育】
128時間以上

（２年間）
【生涯教育】

80単位
（１年間）

出動前 出動中 帰署後

目的の認識
実践経験 振り返り

実践経験を通じた教育プロセス

令和３年度以降、これらの検討を深めることにより、救急救命士の生涯教育について、技能維持としての教育を
内包した教育として改めて整理し、関連する通知・指針の見直しを行っていく。

２. 教育サイクル （１．の検討を踏まえ、令和３年度以降に検討）

(２) 令和３年度の検討事項 － ①救急救命士等の教育について

【救急救命士の生涯教育に係る検討事項】

9

１ 救急業務におけるMC体制のあり方



救急隊員等における実践経験を通じた教育のプロセス（令和２年度の検討結果）

10

①－１ 実践経験を通じた教育手法

出動前 出動中 帰署後

目的の認識１

実践経験２

振り返り３

 実践の前（基本的には出動前）
に目的を意識。

 目的は生涯教育の指針Ver.1に
おける教育理念に沿って、基礎
的な能力の要素（技術、知識、
教育・指導、連携）から設定。

 出動から帰署までの一連の
実践を教育機会と捉える。

 自省は自分のタイミングで適宜
（究極的には実践中から）行う。

 終了後、指導者のファシリテー
ションを受けて振り返りを行う。

 振り返りにより得られた成長を
次の実践に結びつける。

 左記の教育手順を、自身
のための教育として、
日々の実践経験において
能動的に繰り返し行う。

 定期的に（例えば、少なく
とも年４回程度）、所定の
様式を用いて、適切に実
施できているか指導者に
よってチェックを受けるこ
ととしてはどうか。

【令和３年度：試行的実施と検証】

 令和２年度に検討した教育のプロセス（目的の認識、実践経験、振り返り）について、複数の消防本部において試行
的に実施し、検証を通じて具体的な教育手法を検討する。

 併せて、救急救命士及び救急隊員の教育カリキュラムにおける当該教育の位置付け、ファシリテーターの役割や必
要なスキル、教育管理者によるチェック体制など、教育全体の効果的運用に向けた検討を行う。

(２) 令和３年度の検討事項 － ①救急救命士等の教育について

１ 救急業務におけるMC体制のあり方



11

①－２ 救急救命士と救急隊員の教育項目

【令和３年度：教育項目や教育の場の整理】

 ①－１で整理する「実践経験を通じた教育（日常教育）」の視点も踏まえながら、病院実習と日常教育の役割や、
救急救命士・救急隊員の教育項目の関係性を整理し、救急救命士の教育のあり方について検討する。

【※ 救急業務に携わる職員の生涯教育の指針 ver.1 から【参考】の表を抜粋】

救急救命士の教育項目 救急隊員の教育項目

(２) 令和３年度の検討事項 － ①救急救命士等の教育について

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

【日常教育】
１年間

８０単位

【日常教育】
２年間

８０時間相当

【病院実習】
２年間

４８時間以上
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①－３ 指導救命士の役割

【令和３年度：指導救命士の役割の整理】

 ①－１で整理する「実践経験を通じた教育（日常教育）」の視点も踏まえながら、消防機関における教育において、指導
救命士に求められる役割を改めて整理する。

 指導救命士の運用に関する実態調査（教育担当者・教育管理者としての運用状況等）により指導救命士の認定や運用
等に係る課題を抽出し、解決策を検討する。

【指導救命士の位置づけ】 （救急業務に携わる職員の生涯教育の指針 ver.1）

 教育の企画・運営・指導の中心的役割を担う者として、
組織の規模に応じた人材の配置を進める。

 MC（医師）と連携して救急業務を指導する者として、

所属職員への教育・指導を担当する。

 教育担当者とともに教育指導体制を構築し、

救急業務全体の質の向上を担う。

(２) 令和３年度の検討事項 － ①救急救命士等の教育について

１ 救急業務におけるMC体制のあり方



１ 救急業務におけるMC体制のあり方
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①－４ 検討方針・スケジュール

 消防本部における「実践経験を通じた教育」の試行的実施

令和３年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

スケジュール

報

告

書

発

出

第

１
回

検

討

会

６
月

１
５
日

第

３
回

検

討

会

(２) 令和３年度の検討事項 － ①救急救命士等の教育について

 施行的実施の検証も含めた教育体制のあり方について、連絡会を設置し、教育関係の有識者や消
防本部のご意見を伺いながら検討を進める。

（実施方法）
現状の教育体制（日常的な教育・病院実習の実施状況）や指導救命士の運用状況等を踏まえ、

規模・体制の異なる全国複数の消防本部における実施を検討。

試行的実施
（事前説明・事後調査）

実施後検証を含め

教育体制の検討

第

２
回

検

討

会

第

２
回

連

絡

会

第

１
回

連

絡

会

第

３
回

連

絡

会
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１ 救急業務におけるMC体制のあり方

（１）現状・背景
（２）令和３年度の検討事項

① 救急救命士等の教育について
② MC体制のPDCAの取組について



②－１ MC体制の評価指標（令和２年度末に通知発出）

15

第１
ステージ
の指標

地域MC協議会の所管内で行われた特定行為のオンラインでの指示要請について、連続した50回又は年間の指示要請件数の８％のう
ち多い方における、１回目の連絡が不通であった件数・割合

地域MC協議会の所管内で行われた特定行為のオンラインでの指示要請について、連続した50回又は年間の指示要請件数の８％のう
ち多い方における、発信から指示医師につながるまでに１分間以上要した件数・割合

指示医師に対する教育・研修の年間実施回数

特定行為（特定行為器具による気道確保、静脈路確保、薬剤投与等）の年間実施件数・割合（※１）

特定行為（特定行為器具による気道確保、静脈路確保、薬剤投与等）の年間成功件数・割合

事後検証結果を消防本部内にフィードバックしている消防本部割合

救急救命士に対する再教育（２年間128時間以上）を実施できている消防本部割合

第２
ステージ
の指標

初診時傷病程度が重症以上の傷病者について、医療機関に受入れ照会を行った回数ごとの件数（※２）

初診時傷病程度が重症以上の傷病者について、現場滞在時間区分ごとの件数（※２）

検証結果を定期的に地域MC協議会に報告している消防本部割合

最終的な
アウトカム

心肺停止傷病者の１か月後の生存数・生存率

心肺停止傷病者の１か月後の社会復帰数・社会復帰率

 MC体制の評価指標（例） 「救急業務におけるメディカルコントロール体制の更なる充実強化について」
（令和３年３月26日付け消防救第97号消防庁救急企画室長通知）

※１ 特定行為の実施件数・割合は、地理的要因や地域のプロトコル等の影響が大きいことに留意
※２ 地域によっては、初診時傷病程度とともに、救急現場の緊急度判定結果を用いることも考えられる 指標活用の考え方

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

(２) 令和３年度の検討事項 － ② MC体制のPDCAの取組について

 地域におけるMC体制の充実のため、こうした指標を用いて地域の状況を定量的に把握し、PDCAを通じた体制の構築・改善に努める。
 今後の方向性として、

・ まずは、指標の測定結果を用いて、自地域の経年比較を行うことが重要。
・ いずれは、指標の目標値に対する達成度評価を行うことなども考えられる。
 MC協議会の役割として、

・ 地域MC協議会は、指標の結果を把握し、都道府県MC協議会に定期的に報告する。
・ 都道府県MC協議会は、都道府県内の結果をとりまとめ、状況を把握し、関係者間での情報共有を図り、地域MC協議会の取組を支援する。
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②－２ MC体制のPDCA（令和２年度の検討を踏まえた整理）

救急業務におけるMC体制

第１ステージ
（救急救命士等の観察・処置を医学的に保障）

第２ステージ
（地域の救急搬送・救急医療リソースの適切な運用）

Plan

・ 常時、迅速、適切な、オンラインMC体制
・ 技能維持、向上のための教育体制
・ 適切なプロトコル策定

・ 実施基準策定

【地域MC協議会】
・ 複数指示要請先確保
・ 教育機会の設定 等

【都道府県MC協議会】
・ 地域MCの取組支援
・ 広域的な調整 等

【地域MC協議会】
・ 実施基準調整
・ 地域医療機関との調整 等

【都道府県MC協議会】
・ 実施基準策定
・ 協議会との調整 等

Do ・ 救急活動における観察・処置（救急救命処置・応急処置） ・ 搬送先選定

Check

＜指標＞（例）
・ 指示要請時の１回目の連絡が不通の件数・割合
・ 指示医師につながるまでに１分以上要した件数・割合
・ 教育・研修の年間実施回数
・ 特定行為の年間成功件数・割合
・ 事後検証結果をフィードバックしている本部割合
・ 再教育を実施できている本部割合

＜指標＞（例）
・ 重症傷病者についての受入れ照会回数ごとの件数
・ 重症傷病者についての現場滞在時間区分ごとの件数
・ 検証結果を地域MC協議会に報告している本部割合

【地域MC協議会】
・ 指標の結果把握
・ 都道府県MCに共有

【都道府県MC協議会】
・ 地域MCごとの状況把握
・ 関係者間の共有

【地域MC協議会】
・ 指標の結果把握
・ 都道府県MCに共有
・ 検証票や診療情報を活用した

実施基準の検証

【都道府県MC協議会】
・ 地域MCごとの状況把握
・ 関係者間の共有
・ 実施基準見直しの必要性

の検討

Action
・ オンラインMC体制、教育体制の見直し
・ 検証結果のフィードバック、プロトコルへの反映

※都道府県MCは地域MCの取組を支援

・ 実施基準の各号基準の見直し
・ 傷病者の状態に応じて適切な医療機関に搬送できる体制整備 等

【共通】 心肺停止傷病者の１か月後の生存数・生存率
【共通】 心肺停止傷病者の１か月後の社会復帰数・社会復帰率

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

(２) 令和３年度の検討事項 － ② MC体制のPDCAの取組について
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②－３ MC体制のPDCAの取組推進にかかる検討

【検討方針】
令和２年度に例示した評価指標について、指標自体の

充実と、指標を用いた取組の推進方法を検討する。

【検討事項】
○指標自体の充実

・活用状況等を踏まえた「より適切な指標」の検討
・測定結果等を踏まえた「数値目標」の設定に係る検討

○指標を用いたPDCAの取組推進
・各地域の取組に向けた課題と解決策の検討
・好取組事例の共有による取組推進

【調査事項】
■指標の活用状況、測定結果、活用効果
■今後の予定、取組向けた課題
■地域の好取組事例 等

第１ステージ ⇒ 主に「Check」の検討 第２ステージ ⇒ 主に「Action」の検討

【令和２年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書（抜粋）】
指標については、令和３年度以降、活用状況等のフォローアップを行い、活用の効果、より適切な指標、取組の推進方法等

について検討を行っていく。

【検討方針】
救急搬送困難事案の解消に向けて、平成21年以降、

都道府県では実施基準を策定し、定期的な見直しを行っ
ている。令和２年以降、新型コロナウイルス感染症により
急激かつ長期的に医療が逼迫し、救急搬送困難事案が
顕在化したことから、この解消に向けた検討を行う。

【検討事項】 （※非感染症と感染症に分けて検討）
○救急搬送困難事案の発生要因と課題の整理
○実施基準の運用効果の検証
○搬送及び受入れを適切に行うための解決策の検討

・実施基準の見直しの必要性
・実施基準の見直し以外の解決策の必要性
・共有すべき先進的な取組 等

【調査事項】
■救急搬送困難事案解消に向けた過去の取組の精査
■各地域の搬送困難、実施基準、各種取組の状況 等

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

(２) 令和３年度の検討事項 － ② MC体制のPDCAの取組について
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②－４ 実施基準に係る「救急業務のあり方検討会」等におけるこれまでの検討経過等

平成21年度 ○「傷病者の搬送及び受入の実施に関する基準の策定について」（H21.10.27付通知）を発出（実施基準策定のガイドライン提示）

平成22年度 ・実施基準の策定状況、活用状況に関する実態調査等を実施

平成23年度 ・全都道府県で実施基準の策定が完了。実施基準の運用状況に関する実態調査、ブロック別フォローアップ勉強会等を実施。
各都道府県で実施基準の対応方針を策定。（PDCAサイクルに沿った一連のフォローアップを平成23・24・25年度に実施）

平成24年度 ・実施基準の運用状況に関するフォローアップ実態調査を実施、課題・効果等をとりまとめ
○「救急搬送における消防機関と医療機関の連携強化について」（H25.3.29付通知）を発出
・PDCAサイクルに沿って、実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの実施状況を検証・評価し、その結果を基に実施基準の見直しや運用上の改善を図っていくことに

平成25年度 ・全都道府県へ個別にヒアリングを実施、現状と課題、先進事例をとりまとめ
○「消防と医療の連携」及び「ＩＣＴを活用した救急業務の高度化」について」（H25.12.20付通知）を発出
・各地域の先進的な取組事例や共通する課題（精神疾患・酩酊者・高齢者施設からの搬送等、６号基準の運用）を提示

・関係機関間で問題意識を共有し、円滑な搬送と受入れのため、より具体的・効果的なルール作り（実施基準の改定等）を行うことに

平成26年度 ・在宅独居、施設入所高齢者、酩酊者、精神疾患患者等の搬送に関する奏功事例調査
・スムーズな６号基準の運用を行っている地域の調査分析
・傷病程度別に分けた搬送時間の変動、管轄人口規模別の搬送時間の変動分析

平成28年度 ・消防と関係他機関（福祉・民間等）との連携についてアンケートを実施し取組状況等を検討
・精神科や救急の医療関係者等のさらなる連携方策・高齢者福祉施設等との連携方策・患者等搬送事業者との連携方策を提示
○「精神科救急における消防機関と関係他機関の連携について」（H28.12.26付通知）を発出

・精神科救急医療体制連絡調整委員会等、精神科救急医療体制研修への参画、実施基準策定への精神科医の参画の検討を依頼

令和２年度 ・第２ステージにおける事後検証の活用及びPDCAサイクルの評価指標提示
○「救急業務におけるメディカルコントロール体制の更なる充実強化について」（R3.3.26付通知）を発出

背景・経緯

地域における現状の医療資源を前提に、消防機関と医療機関の連携を推進するための仕組み及び救急搬送・受入れ
の円滑な実施を図るためのルールが必要。

平成19年８月29日奈良県において、腹痛を訴えた妊婦が９医療機関に受入れを断られ、死産した事案が発生。

消防法改正（平成21年５月１日公布、同年10月30日施行）

《参考》 ※「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」の概要
① 傷病者の状況に応じて適切な医療の提供が行われる 医療機関のリスト（２号基準） ② 消防機関が①のリストの中から搬送先を選定するための基準（４号基準）
③ 傷病者の状況を伝達するための基準（５号基準） ④ 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合に、受入医療機関を確保するための消防機関と医療機関の合意形成基準（６号基準）

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

(２) 令和３年度の検討事項 － ② MC体制のPDCAの取組について

参考
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②－５ 連絡会委員・スケジュール

 MC体制等の知見を有する医師、行政機関及びの消防本部職員からなる連絡会を設置して検討

大澤 和重 委員 （奈良県総務部知事公室消防救急課長）
織田 順 委員 （東京医科大学救急災害医学分野主任教授）
亀山 俊一 委員 （千葉市消防局警防部救急課長）
元佐 龍 委員 （兵庫県健康福祉部健康局医務課長）
瀧澤 栄史東 委員 （新潟市消防局救急課長）
前田 達也 委員 （大阪市消防局救急部救急課長）
溝端 康光 委員 （大阪市立大学大学院医学研究科救急医学教授）
山田 佳乃 委員 （神奈川県健康医療局医療危機対策本部室 災害医療担当課長）
山内 聡 委員 （仙台市立病院救命救急センター長）

※五十音順 ９名

令和３年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
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６
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１
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第
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会

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

(２) 令和３年度の検討事項 － ② MC体制のPDCAの取組について
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